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４吹総法第４０号   

 

 

裁 決 書 

 

 

審査請求人 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

〇〇 〇〇 

 

同 代 理 人 〇〇 〇〇              

 

処 分 庁 吹田市長 後藤 圭二         

 

審査請求人が令和２年７月３日に提起した令和２年４月１５日付け精神障がい者保

健福祉手帳更新申請に係る処分に関する審査請求について、次のとおり裁決する。 

 

主 文 

 

本件審査請求を棄却する。 

 

第１ 事案の概要 

１ 審査請求に至る経緯 

審査請求人及び処分庁がそれぞれ発出した文書によると、本件審査請求に至る

経緯は、おおむね次のとおりである。 

⑴ 審査請求人は、障害等級を２級、有効期限を令和２年３月３１日とする精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けていた。 

⑵ 審査請求人は、精神障害者保健福祉手帳の更新の申請のため、令和２年１月

１５日付け精神障がい者保健福祉手帳申請書を郵送し、同月２７日付けで処分

庁は、同申請書を受け付けた。 

⑶ 前号の申請について、処分庁は、令和２年２月１７日付けで大阪府こころの

健康総合センター（以下「こころのセンター」という。）に対し、当該申請書

に添付されていた診断書（精神障害者保健福祉手帳用）（令和２年１月７日付

けで審査請求人の主治医が作成。以下「主治医診断書」という。）に基づく審

査請求人の障害等級の判定を依頼した。 

⑷ 前号の判定依頼に対し、令和２年３月２４日付けでこころのセンターから審

査請求人の障害等級を３級と判定するとの回答があった。 

⑸ 前号の判定結果を受け、処分庁は、令和２年４月１５日付けで障害等級を３

級、有効期限を令和４年３月３１日とする精神障害者保健福祉手帳の交付の決
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定、すなわち本件処分を行った。 

⑹ 本件処分に当たり、処分庁は、審査請求人に対し、聞取りを行わなかった。 

 

２ 審査請求書の提出 

本件処分に対し、審査請求人は、令和２年７月３日付けで審査請求書を審

査庁である吹田市長に提出した。審査請求人は、本件処分のうち障害等級を

３級と認定した部分について、より上位の等級に変更するとの裁決を求めて

いるものである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

１ 審査請求人の主張 

⑴ 審査請求の趣旨 

「本件処分のうち障害等級を３級と認定した部分について、より上位の等

級に変更する。」との裁決を求める。 

⑵ 審査請求の理由 

ア 本件処分まで審査請求人の障害等級は２級であり、２級であった時期と

比べ、生活上の困難や症状は軽快されておらず、むしろより増幅されてい

ると感じているが、にもかかわらず、３級と認定されたことは妥当性を欠

いている。 

イ 精神障害者保健福祉手帳障害等級判定基準（平成７年９月１２日付け健

医発第１１３３号 各都道府県知事宛 厚生省保健医療局長通知の別紙。以

下「判定基準」という。）（弁明書の証拠書類⑷）によれば、障害等級の

判定に際しては、診断書に記載された精神疾患（機能障害）の状態及び能

力障害（活動制限）の状態について審査を行うこととされているが、審査

請求人の精神疾患の状態は、次に掲げる理由により、判定基準の表１級の

項中欄（精神疾患（機能障害）の状態の欄）の「２ 気分（感情）障害に

よるものにあっては、高度の気分、意欲・行動及び思考の障害の・・・ひ

んぱんに繰り返したりするもの」に該当する。 

(ア) 主治医診断書の「① 病名」欄の記載が「反復性うつ病性障害」となっ

ており、「反復性」のあるという意味で、継続的であり、繰り返す特性が

あること。 

(イ ) 主治医診断書の「② 発病から現在までの病歴並びに治療の経過、内

容」欄の記載から、審査請求人は、何とか他人とつながりを持とうとし、

そのなかで生活の張りや充実を目指そうとするも、「いずれも継続困難」

「すぐに退所」との記載があるように、いずれの試みも高いハードル（障

害）に直面して挫折してきたこと。 

(ウ ) 主治医診断書の「② 発病から現在までの病歴並びに治療の経過、内

容」欄の記載から、審査請求人は、平成２６年に入院し、退院したが、退
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院は決して症状が改善したことが理由ではなく、「同室の人が自分に興味

を持って色々訊
き

いてきて、余計に疲れると思って退院した」と述べている

とおり、むしろ、審査請求人は、入院の継続さえできないほどの「強固」

ないし「高度」な障がいの状態があったといえること。 

(エ) 主治医診断書の「⑤ ④の病状・状態像の具体的程度・症状、検査所見

等」欄において、「人と関わりたいが、社会的場面に出ると、ちょっとし

たことで被害的になり、その場にいられなくなる。」との記載があるが、

これは、その場から逃げるしか方法がなくなることを示しており、審査請

求人の障害が、相当に「高度」かつ、程度の著しい状態といえること。 

(オ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「３ 日常生活能力の程度」

欄で、主治医は、明確に、「⑷ 精神障害を認め、日常生活に著しい制限

を受けており、常時援助を必要とする。」を選択していること。 

ウ 審査請求人の能力障害の状態は、少なくとも２級以上であるといえる。

その理由は、次のとおりである。 

(ア) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」

の⑴（適切な食事摂取）については、「自発的にできるが援助が必要」と

されているが、審査請求人は、食事についてはコンビニに行くことすら面

倒な気持ちになることがあり、その状態は、とうてい「調和のとれた適切

な食事摂取」とはいえず、判定基準の表２級の項右欄（能力障害（活動制

限）の状態の欄）の「１ 調和のとれた適切な食事摂取は援助なしにはで

きない。」に該当すること。 

(イ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」

の⑵（身辺の清潔保持・規則正しい生活）については、「自発的にできる

が援助が必要」とされているが、審査請求人は、真夏のときも含め、シャ

ワーを浴びるのは週２回くらいで、起床時間も６時又は１０時から１４時

と大きく幅があり、清潔保持が適切であるとか、規則正しいとはいえない

こと。 

(ウ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」

の⑸（他人との意思伝達・対人関係）については、「できない」レベルと

されており、援助があってさえできないレベルであることは、審査請求人

にとって、非常に強固な障がい（生きにくさ）となっていること、判定基

準でいえば、判定基準の表１級の項右欄の「５ 家族や知人・近隣等と適

切な意思伝達ができない。協調的な対人関係を作れない。」に該当するこ

と。 

(エ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」

の⑹（身辺の安全保持・危機対応）については、「おおむねできるが援助

が必要」とされているが、上記 (ウ )のとおり、審査請求人に意思伝達や対

人関係の形成に関し強いレベルの障がいがあることを考慮すれば、「援助
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が必要」であるときに適切な援助を受けられるかについては懸念があるこ

と、災害時に安全等を守るためには社会との相互の助け合いがより大事に

なっている今日において、対人関係形成に困難があることは「身辺の安全

保持・危機対応」に関する障がいの程度も大きいと評価されるべきであ

り、判定基準の表２級の項右欄の「６ 身辺の安全保持や危機的状況での

適切な対応は援助なしにはできない。」に該当すること。 

(オ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」

の⑺（社会的手続きや公共施設の利用）については、「おおむねできるが

援助が必要」とされているが、審査請求人は、今回の生活福祉室及び障が

い福祉室における出来事に適切に対処することができず、代理人の援助を

必要としており、「社会的手続」について援助なしにはできない状況とい

えることから、判定基準の表２級の項右欄の「７ 社会的手続や一般の公

共施設の利用は援助なしにはできない。」に該当すること。 

(カ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」

の⑻（趣味・娯楽への関心、文化的社会的活動への参加）については、

「できない」レベルとされており、判定基準の表１級の項右欄の「８ 社

会情勢や趣味・娯楽に関心がなく、文化的社会的活動に参加できない。」

に該当すること。 

(キ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「３ 日常生活能力の程度」

欄で、主治医も、上記 (ア )から (カ )までのまとめとして、審査請求人につい

て、「⑷ 精神障害を認め、日常生活に著しい制限を受けており、常時援

助を必要とする。」を選択していること。 

エ 審査請求人は、家族や知人、近隣等との適切な意思伝達や協調的な対人

関係づくりが援助なしにはできず、社会的手続や公共施設の利用も援助な

しにはできないという構造的な生きづらさを抱えており、これが判定基準

の表１級の項中欄の２の「高度」に該当する。 

オ 処分庁は、判定基準の表１級の項中欄の２の「高度」は、「ＩＣＤ－１０

精神および行動の障害 臨床記述と診断ガイドライン」（以下「ＩＣＤ１０

ガイドライン」という。）における「重症」と等しい概念であり、重症化

した症状は、日常生活を不能ならしめる程度の重篤な能力障害の状態をも

たらすものと考えられると主張する。そして、審査請求人の症状が「高

度」（すなわち「重症」）であれば、主治医診断書の「⑥ 生活能力の状

態」の「２ 日常生活能力の判定」のほとんど全ての項目が「できない」

と判断されるような状態となるはずであるが、主治医診断書は、そのよう

な記載になっていないため、審査請求人の精神疾患の状態が高度な障害の

状態であると読み取ることはできないと結論付けるが、「反復性うつ病性

障害」の診断のガイドラインが「少なくとも２回のエピソードが、短くと

も２週間続き、はっきりした気分障害のない数カ月間で隔てられていなけ
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ればならない」とされているとおり、重症の「反復性うつ病性障害」であ

れば、重症のエピソードが続く時期と気分障害のない軽い時期が区別さ

れ、それが繰り返されるのであるから、重症の状態が常の状態でない審査

請求人の精神障害の程度を、１級のみならず、２級でもないとした処分庁

の本件処分の根拠は、明らかにおかしい。 

カ 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「３ 日常生活能力の程度」

欄で、主治医は、明確に、「⑷ 精神障害を認め、日常生活に著しい制限

を受けており、常時援助を必要とする。」を選択しており、主治医の記載

を素直にとらえるべきである。 

キ 審査請求人は、現在は、訪問看護以外の障害福祉サービスも利用してい

る。また、症状が著しいために障害福祉サービスを受ける必要があっても

受けられないことがある。 

ク 本件処分については、事前に審査請求人に何らの説明も意見を聞くこと

もなく行われており、肝心の当事者を埒
ら ち

外に置くものであって、手続的正

義や福祉的配慮を欠くといわざるを得ない。 

ケ 精神障害者保健福祉手帳の交付を迅速かつ円滑に行うため、その手続に

おいて交付申請者本人に精神疾患の状態及び能力障害の状態を聴取しない

運用が行われていることを、一概に否定するものではないが、当事者が抱

える様々な実情を診断書１枚に盛り込むことには限界がある。 

審査請求人に何らの聴取もせずに行われた本件処分は、本人の障害（生き

づらさ）にとっての重要なポイントとなるべき情報を踏まえていないもの

であり、取り消されるべきである。 

コ 本件処分により障害等級が３級とされたため、生活保護費の加算がなく

なり、月額約〇〇円から〇〇円に生活保護費が減額される等の大きな影響

を審査請求人は受けた。審査請求人の生活上の権利・利益に大きな影響を

与えるにもかかわらず、本人の事情聴取や事前説明もなく進められた本件

処分は、手続的正義を欠いた処分であり、取消しを免れない。 

障害等級の認定が本人にどのような影響を及ぼすのかを考慮しない処分庁

の姿勢は、間違っているし、認定の影響の重みを知らずに認定する権利

は、処分庁にはない。 

サ 以上により、本件処分のうち障害等級を３級と認定した部分について、

より上位の等級への変更を求める。 

 

２ 処分庁の主張 

処分庁の主張は、おおむね次のとおりである。 

⑴ 弁明の趣旨 

「本件審査請求を棄却する。」との裁決を求める。 

⑵ 弁明の理由 
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ア 審査請求人の精神障害の程度は、精神疾患の状態及び能力障害の状態を

総合的に判断し、判定基準の表３級の項左欄（障害等級の欄）の括弧書に

示された「日常生活若しくは社会生活が制限を受けるか、又は日常生活若

しくは社会生活に制限を加えることを必要とする程度のもの」であると判

定したものである。精神疾患の状態及び能力障害の状態について確認した

内容は次のとおりである。 

(ア ) 主治医診断書の「② 発病から現在までの病歴並びに治療の経過、内

容」、「④ 現在の病状、状態像等」、「⑤ ④の病状・状態像の具体的

程度・症状、検査所見等」欄の記載から、審査請求人は、精神疾患を有

し、気分及び意欲・行動の障害の存在することが認められ、通常の社会生

活を送るに当たっては一定程度の制限を受けるものと思料されるが、平成

２６年以後は入院にも至らず経過しており、日常的に必要とされる程度の

活動を行えないほど、これらの症状が著しいとまでは判断し難いため、審

査請求人の精神疾患の状態は、判定基準の表２級の項中欄の「２ ・・・

気分、意欲・行動及び思考の障害の病相期があり、かつ、これらが持続し

たり、ひんぱんに繰り返したりするもの」にまで至っていると認めること

は困難であり、判定基準の表３級の項中欄の「２ ・・・気分、意欲・行

動及び思考の障害の病相期があり、その症状は著しくはないが、これを持

続したり、ひんぱんに繰り返すもの」に該当するものとして障害等級３級

相当であると判定したものである。 

(イ) 主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」、「⑦ ⑥の具体的程度・状態

等」及び「⑧ 現在の障害福祉等のサービスの利用状況」欄の記載から、

審査請求人が社会参加をすることができない状況にあるため、社会生活に

一定の制限を受けていることは認められるが、居宅介護等の障害福祉等の

サービスを利用せずに在宅単身生活を維持し、身の回りのことは概ね自力

で行いながら通院できている状況であることを考慮すれば、精神障害者保

健福祉手帳の障害等級判定基準の運用に当たっての留意事項（平成７年９

月１２日付け健医精発第４６号各都道府県精神保健福祉主管部（局）長宛 

厚生省保健医療局精神保健課長通知の別紙。以下「留意事項」という。）

（弁明書の証拠書類⑸）第３項第６号の表のおおむね１級程度の日常生活

能力の程度である「⑷ 精神障害を認め、日常生活に著しい制限を受けて

おり、常時援助を必要とする（食事、保清、金銭管理、危機対応に重度な

いしは完全な問題があり、常に援助がなければ自ら行い得ない）」程度の

ものとは判断し難く、主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「３ 日

常生活能力の程度」欄において主治医が選択した「⑷ 精神障害を認め、

日常生活に著しい制限を受けており、常時援助を必要とする」は採り難

い。また、留意事項第３項第６号の表の概ね２級程度の日常生活能力の程

度である「⑶ 精神障害を認め、日常生活に著しい制限を受けており、時
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に応じて援助を必要とする（食事、保清、金銭管理、危機対応に中等度な

いしは重度の問題があって、必要な時には援助を受けなければできな

い）」程度のものとも判断できない。よって、審査請求人の能力障害の状

態は、障害等級３級相当であると判定したものである。 

イ 審査請求人は、退院は決して症状が改善したことが理由ではなく、むし

ろ、入院を継続できないほどの「強固」ないし「高度」な障害の状態があ

ると主張するが、主治医診断書から、審査請求人の精神疾患の状態が高度

な障害の状態であることを読み取ることはできない。その理由は次のとお

りである。 

(ア) 判定基準の表１級の項中欄の２の「高度」については、判定基準に特に

定めはないが、精神疾患の診断基準として広く使用されているＩＣＤ－ 

１０（疾病及び関連保健問題の国際統計分類第１０回改正）において「重

症」とされるものが「高度」であると考えられる。 

(イ) ＩＣＤ１０ガイドラインによると、審査請求人の主たる精神障害の「反

復性うつ病性障害」が重症であることを診断するには、うつ病エピソード

に示されている典型的な３症状である「抑うつ気分、興味と喜びの喪失及

び易疲労性」の全てが重症でなければならず、さらに、一般的な症状であ

る「 (ａ )集中力と注意力の減退、 (ｂ )自己評価と自信の低下、 (ｃ )罪責感と無

価値観、 (ｄ )将来に対する希望のない悲観的な見方、 (ｅ )自傷あるいは自殺

の観念や行為、 (ｆ )睡眠障害、 (ｇ )食欲不振」のうちの４つが存在し、その

うちのいくつかが重症でなければならないとされている。 

(ウ) また、ＩＣＤ１０ガイドラインに「重症うつ病エピソードの期間中、患

者はごく限られた範囲のものを除いて、社会的、職業的あるいは家庭的な

活動を続けることがほとんどできない。」とあることから、重症化した症

状は、日常生活を不能ならしめる程度の重篤な能力障害の状態をもたらす

ものと考えられる。 

(エ) したがって、判定基準の表１級の項中欄の「２ ・・・高度の気分、意

欲・行動及び思考の障害」は、多彩な症状があり、そのうちいくつかが重

症であることにより、日常生活を不能ならしめる程度の能力障害をもたら

す程度のものと解釈される。 

(オ) このような「高度」な障がいの状態は、主治医診断書の「⑥ 生活能力

の状態」の「２ 日常生活能力の判定」のほとんど全ての項目が「できな

い」と判断されるような状態といえるところ、主治医診断書はそのような

記載にはなっておらず、審査請求人の精神疾患の状態が高度な障害の状態

であると読み取ることはできない。 

ウ 審査請求人は、審査請求人の抱える構造的生きづらさが「高度」である

旨を主張するが、精神疾患の症状評価は「生きづらさ」という主観的判断

によらず、精神医学的診断基準に基づいてなされるべきものである。 
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エ 審査請求人は、主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「３ 日常生

活能力の程度」欄で、主治医が、明確に、「⑷ 精神障害を認め、日常生

活に著しい制限を受けており、常時援助を必要とする」を選択しており、

主治医のその記載を素直にとらえるべきであると主張する。 

精神障害者保健福祉手帳を申請する者は、概ね精神障がいがあるため、継

続的に日常生活又は社会生活になんらかの制限を受けていると考えられる

が、その障害等級は、判定基準及び留意事項に基づき、診断書全体の記載

から、精神疾患の状態及び能力障害の状態を総合的に判断し、認定してい

る。仮に、診断書の「３ 日常生活能力の程度」欄で、「⑷ 精神障害を

認め、日常生活に著しい制限を受けており、常時援助を必要とする」が選

択されていたとしても、「食事、保清、金銭管理、危機対応等の日常生活

に関連する項目」に著しい制限があり、「常時の援助を必要とする程度」

か、「時に援助を必要とする程度」か、また「著しい制限があるとはいえ

ない」のかを、診断書の記載全体から評価する必要があり、審査請求人に

限らず、診断書の「３ 日常生活能力の程度」欄における主治医の選択だ

けでは判断できない。 

主治医診断書において、「３ 日常生活能力の程度」欄で、「⑷ 精神障

害を認め、日常生活に著しい制限を受けており、常時援助を必要とする」

が選択されているものの、「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力

の判定」で、日常生活に関連する項目である⑴適切な食事摂取、⑵身辺の

清潔保持・規則正しい生活、⑶金銭管理と買い物及び⑹身辺の安全保持・

危機対応が「自発的にできるが援助が必要」又は「おおむねできるが援助

が必要」に該当し、「⑦ ⑥の具体的程度・状態等」欄で「身の回りのこ

とは概ね自力でできる」と記載されており、障害福祉サービスの利用な

く、単身生活を営んでいることから、審査請求人の日常生活は、「常時援

助」又は「時に援助」を必要とする程度の著しい制限を受けているとは判

断できない。よって、能力障害の状態３級との判断は妥当である。 

オ 本件処分は、不利益処分には当たらないため、事前通知は必要ではな

い。 

カ 主治医診断書は、精神症状があるかどうかの判断を含めて、患者の選択

した主治医である精神科医が患者と接した上で判断し、作成されており、

精神障害者保健福祉手帳の障害等級の判定は、診断書の記載内容に基づき

行われるべきものである。 

キ 各種福祉サービス等の利用、生活保護における加算等において、精神障

害者保健福祉手帳の等級が要件になっているものが存在することは認識し

ているが、精神障害の等級の判定は、精神疾患の状態及び能力障害の状態

の確認により行うものであって、各種福祉サービスの利用の融通等を忖
そん

度

して行うものではない。 
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ク 以上により、本件処分に違法な点はなく、本件審査請求に理由がないの

で、棄却されるべきである。 

 

第３ 理 由 

１ 本件審査請求の争点 

審査請求人及び処分庁の主張によると、本件審査請求の争点は以下のとおりで

ある。 

⑴ 本件処分を行うに当たり処分庁が審査請求人への聞取りを行わなかったこと

その他の本件処分に至る手続の違法性及び不当性について（争点１） 

⑵ 審査請求人の精神障害の状態を障害等級３級相当と判定したことの妥当性に

ついて（争点２） 

 

２ 本件に係る法令等の規定について 

⑴ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「法」という。）第４５条

の規定により、精神障害者は、都道府県知事に精神障害者保健福祉手帳の交付

を申請することができるとされており、都道府県知事は、当該申請者が政令で

定める精神障害の状態（障害等級１級、２級又は３級の状態）にあると認めた

ときは、精神障害者保健福祉手帳を交付しなければならないとされている。ま

た、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は、２年ごとに精神障害の状態

にあることについて、都道府県知事の認定を受けなければならないこととされ

ている。 

⑵ 法第４５条に基づく精神障害者保健福祉手帳の交付及び精神障害の状態の２

年ごとの認定に関する事務は、大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関

する条例の規定により、本市が処理することとされており、当該交付及び認定

の大阪府知事の権限は、処分庁に委譲されている。 

⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則第２３条（同令第２８条

第１項において準用する場合を含む。）の規定により、精神障害者保健福祉手

帳の交付の申請及び精神障害の状態の認定の申請に添付する書類は、指定医そ

の他精神障害の診断又は治療に従事する医師の診断書とされており、同診断書

の様式は、精神障害者保健福祉手帳制度実施要領（平成７年９月１２日健医発

第１１３２号厚生省保健医療局長通知別紙）において定められている。 

⑷ 法に基づく精神障害者保健福祉手帳の交付に係る事務に関しては、国から、

判定基準及び留意事項が発出されており、処分庁も、これらを行政手続法第２

条第８号ロの審査基準として、法第４５条の規定に基づく精神障害者保健福祉

手帳の交付及び精神障害の状態の認定を行っている。 

 

３ 争点１について 

⑴ はじめに 
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本件では、令和２年１月に審査請求人から申請のあった精神障害者保健福

祉手帳の更新申請について、処分庁はこころのセンターに障害等級の判定を

依頼し、その判定結果を受けて審査請求人の障害等級を３級と認定する本件

処分を行った。 

本件処分に当たり、処分庁は、審査請求人に対し、聞取りを行わなかっ

た。 

以下、本件処分に至る手続に違法又は不当な点がないか否かについて検討

する。 

⑵ 処分庁が障害等級の判定をこころのセンターへ依頼したことについて 

本市における精神障害者保健福祉手帳の交付申請の審査は、本市がこれを

行うこととされているが（大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関す

る条例第４条第１号、法第４５条第２項）、かかる申請に対する決定に関す

る事務のうち専門的な知識及び技術を必要とする障害等級の判定について

は、大阪府が法第６条第１項に基づき設置している精神保健福祉センターた

る「こころのセンター」に依頼しなければならず（法第６条第２項第４号、

大阪府こころの健康総合センター設置条例第１条、吹田市精神障害者保健福

祉手帳交付等事務取扱要領第４条）、同センターが障害等級の判定を行うこ

ととなっている。 

この点、本件においても、処分庁は、審査請求人の障害等級の判定をここ

ろのセンターに依頼し、こころのセンターによる障害等級の判定結果を受け

て、障害等級を３級と認定したものである。 

かかる一連の手続に違法又は不当な点は認められない。 

⑶ 処分庁が審査請求人からの聞取りを行わなかったことについて 

ア 審査請求人は、診断書のみに基づく障害等級の判定は、診断書に盛り込

むことのできない当事者が抱える実情という重要な情報を踏まえないもの

であり、審査請求人に聞取りを行わずになされた本件処分は、取り消され

るべきであると主張している。 

しかし、精神障害者保健福祉手帳の交付に係る精神障害の状態の判定は、

申請書に添えて提出された主治医診断書の記載内容に基づき行われるべき

ものであり（法第４５条第１項及び精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行規則第２３条第２項第１号）、また、処分庁の依頼により、高度

の専門性を有するこころのセンターによって障害等級の判定という手続が

行われている（法第６条第２項第４号、大阪府こころの健康総合センター

設置条例第１条、吹田市精神障害者保健福祉手帳交付等事務取扱要領第４

条）。 

このように、障害等級の判定は、主治医及びこころのセンターという専門

家の判断に基づいて行われるものであり、処分庁が障害等級を認定するに

当たり申請者本人に症状等を聞き取るという手続をとることは制度上必要



( 11 ) 

ではない。 

イ 審査請求人は、本件処分は審査請求人に大きな不利益を与えるものであ

ることから、審査請求人に聞取りを行わずになされた本件処分は、取り消

されるべきであるとも主張している。この主張の趣旨は、行政手続法によ

り不利益処分を行う行政庁に義務付けられている不利益処分の名宛人の意見

陳述のための手続を求めているものと解されるが、本件処分は、法第４５条

第１項の規定に基づく申請に対する処分であり、行政手続法上の不利益処

分ではないため、同法に定める聴聞や弁明の機会の付与の手続は必要とさ

れていない。 

よって、処分庁が本件処分に際し、審査請求人に聞取りを行わなかったこ

とは、同法に違反するものではない。 

 

４ 争点２について 

⑴ はじめに 

行政不服審査法第４３条第１項第１号は、専門性の高い第三者機関による

調査審議を通じて処分についての判断が公正かつ慎重に行われている場合に

は、行政不服審査会への諮問手続の目的である処分の相手方の手続的権利の

保障は既に実現されているということができ、改めて行政不服審査会の調査

審議を経させる意義は乏しいことから、このような場合には、行政不服審査

会への諮問を不要としている。この点、こころのセンターは同号の定める第

三者機関には当たらないが、同号の上記趣旨に鑑みても、上記３の⑵に記載

のとおり高度の専門性を有するこころのセンターの判定結果は、格別不合理

な点があるなど特段の事情がない限り、尊重すべきである。 

そこで、以下では、こころのセンターの判定結果に格別不合理な点など特

段の事情がなかったか否かについて検討する（主治医の診断も問題になり得

るが、処分庁の判断の決め手になっているのは、こころのセンターの判定結

果であるので、以下では、これに焦点を当てることとする。）。 

⑵ 精神疾患の状態に係る障害等級の判定の基準 

判定基準において、精神疾患（機能障害）の状態に係る障害等級の判定

は、気分（感情）障害によるものにあっては、「高度の気分、意欲・行動及

び思考の障害の病相期があり、かつ、これらが持続したり、ひんぱんに繰り

返したりするもの」に該当する場合は１級、「気分、意欲・行動及び思考の

障害の病相期があり、かつ、これらが持続したり、ひんぱんに繰り返したり

するもの」に該当する場合は２級、「気分、意欲・行動及び思考の障害の病

相期があり、その症状は著しくはないが、これを持続したり、ひんぱんに繰

り返すもの」に該当する場合は３級とされる。 

この「高度の気分、意欲・行動及び思考の障害の病相期」の「高度」につ

いて判定基準に特に定めはないが、判定基準において障害等級１級とは「精
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神障害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの」

とされていることから、「高度の気分、意欲・行動及び思考の障害の病相

期」とは日常生活を不能ならしめる程度の能力障害の状態をもたらす精神疾

患の状態をいうと考えられる。 

⑶ 精神疾患の状態に係る主治医診断書の記載内容への基準の適用 

主治医診断書によると、審査請求人の病名は反復性うつ病性障害であり

（主治医診断書の①）、病状・状態像の具体的程度・症状、検査所見等につ

いては「憂うつ気分、気力減退などの時期が続くことがある。・・・人と関

わりたいが、社会的場面に出るとちょっとしたことで被害的になり、その場

にいられなくなる。」と記載されているが（主治医診断書の⑤）、日常生活

における具体的な能力が記載される「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生

活能力の判定」欄において日常生活を不能ならしめる程度の能力障害の状態

がもたらされていることを示す記載はない。 

したがって、審査請求人の精神疾患の状態について、「気分、意欲・行動

及び思考の障害の病相期があり、その症状は著しくはないが、これを持続し

たり、ひんぱんに繰り返すもの」に該当するとして障害等級を３級であると

したこころのセンターの判定結果（したがって、これを受けて行われた本件

処分）に、格別不合理な点など特段の事情は認められない。 

⑷ 能力障害の状態に係る障害等級の判定の基準 

判定基準において、診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能

力の判定」欄に基づく能力障害（活動制限）の状態に係る障害等級の判定

は、⑴適切な食事摂取、⑵身辺の清潔保持や規則正しい生活、⑶金銭管理や

計画的で適切な買物、⑷必要とする場合の規則的な通院・服薬、⑸他人との

適切な意思伝達や対人関係づくり、⑹身辺の安全保持や危機対応、⑺社会的

手続や公共施設の利用、⑻趣味・娯楽への関心や文化的社会的活動への参加

の８項目のうちいくつかが「できない」場合は１級、いくつかが「援助なし

にはできない（援助があればできる）」場合は２級、いくつかが「自発的に

できるが援助が必要」、「おおむねできるが援助が必要」又は「十分とはい

えない」場合は３級とされている。 

また、留意事項において、診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「３ 日常

生活能力の程度」欄に基づく能力障害の状態に係る障害等級の判定は、「⑷ 

精神障害を認め、日常生活に著しい制限を受けており、常時援助を必要とす

る」に該当する場合はおおむね１級程度と考えられるとされている。 

⑸ 能力障害の状態に係る主治医診断書の記載内容への基準の適用 

主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」欄

においては、８項目のうち２項目が１級相当の「できない」、６項目が３級

相当の「自発的にできるが援助が必要」、「おおむねできるが援助が必要」

と記載されている一方で、主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「３ 日
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常生活能力の程度」欄においては、１級相当の「精神障害を認め、日常生活

に著しい制限を受けており、常時援助を必要とする。」が選択されている。

主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判定」欄の

記載は判定基準に照らし３級、「３ 日常生活能力の程度」欄の記載は留意

事項に照らし１級となり、主治医診断書の記載内容は整合性を欠いていると

考えられる。 

しかしながら、留意事項においては「精神障害の程度の判定に当たって

は、診断書のその他の記載内容も参考にして、総合的に判定する」とされて

おり、主治医診断書の「⑥ 生活能力の状態」の「２ 日常生活能力の判

定」欄の８項目の個別の判定結果及び「⑦ ⑥の具体的程度・状態等」欄の

「身の回りのことは概ね自力でできる」との記載を総合的に判断し、審査請

求人の能力障害の状態を３級相当であるとしたこころのセンターの判定結果

（したがって、これを受けて行われた本件処分）に、格別不合理な点など特

段の事情があるとまではいえない。 

⑹ 小括 

よって、こころのセンターが審査請求人の精神疾患の状態及び能力障害の

状態をそれぞれ障害等級３級相当と判定の上、これらの精神疾患の状態と能

力障害の状態とを総合して、審査請求人の精神障害の障害等級を３級と判定

したことに関し、格別不合理な点などの特段の事情は認められない。 

 

５ 本件処分の適法性 

⑴ 本件処分の適法性 

以上のように、こころのセンターが行った判定に格別不合理な点などの特

段の事情は認められないのであるから、これを受けて行われた本件処分につ

いても格別不合理な点などの特段の事情があるとは言えず、本件処分には、

これを取り消すに足りる違法又は不当な点は認められない。 

⑵ 診断書に記載のない事情に基づく認定について 

審査請求人は、本件処分までの障害等級が２級であった時期と比べ、生活

上の困難や症状は軽快されておらず、むしろより増幅されていると感じてい

るにもかかわらず、３級と認定されたことは妥当性を欠いていると主張し、

主治医診断書の「自発的にできるが援助が必要」との記載を否定するような

主張も行っている。この主張は、提出された診断書に記載されておらず、し

たがって、こころのセンターの判定において審査の対象になっていない事項

であっても、障害等級の認定において取り入れられるべきであるというもの

のようである。しかし、こうしたことは、主治医の診断及びこころのセンタ

ーの判定という外部の専門家による手続により障害等級を認定するという仕

組みを崩してしまう危険性をはらんでおり、受け入れ難いものである。した

がって、主治医診断書に記載のない事情を考慮して障害等級を認定すべきと
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の審査請求人の主張を採用することは無理である。 

 

第４ 結論 

以上のとおり、本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法第４５条第２

項の規定により、主文のとおり裁決する。 

 

令和４年４月２７日 

 

 

審査庁 吹田市長 後 藤 圭 二 

 

 

（教示） 

１ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に、吹田市を被告として（訴訟において吹田市を代表する者は吹田市長とな

ります。）、裁決の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が違

法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。 

処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、吹田市を被告として（訴訟において吹田市を代表する者は吹

田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

２ ただし、上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起算して１

年を経過した場合は、裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起することは

できなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁決があっ

た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても裁決の取消しの訴えや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 


